
貸借対照表 

（2024年 6月 30日現在） 

   （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資産の部 )  (負債の部 )  

流動資産  995,252 流動負債  251,916 

現金及び預金  580,644 買掛金 36,787 

受取手形  1,910 １年以内償還予定の社債 40,000 

売掛金  106,145 １年以内返済予定の長期借入金 120,651 

リース投資資産  21,643 未払金  20,515 

商品  269,785 未払費用  6,232 

前払費用  14,913 未払法人税等  362 

その他  209 未払消費税等  26,165 

固定資産  117,009 その他  1,201 

有形固定資産  49,876 固定負債  573,929 

建物  141 社債  107,000 

車両運搬具  0 長期借入金  461,861 

工具器具備品  217 繰延税金負債  5,068 

土地  40,638 負 債 合 計 825,846 

建設仮勘定  8,880 (純資産の部 )  

無形固定資産  183 株主資本  260,371 

電話加入権  183 資本金  47,955 

投資その他の資産  66,949 資本剰余金  46,291 

投資有価証券  48,825 資本準備金  46,291 

出資金  80 利益剰余金  234,047 

長期前払費用  3,502 その他利益剰余金  234,047 

保証金  14,335 繰越利益剰余金  234,047 

その他  206 自己株式  △ 67,921 

繰延資産  3,647 評価・換算差額等  29,691 

社債発行費  3,647 その他有価証券評価差額金 29,691 

  純 資 産 合 計 290,062 

資 産 合 計  1,115,908 負債及び純資産合計  1,115,908 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  



個別注記表 

一 継続企業の前提に関する事項 

該当事項はありません。 

 

二 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し，売却原価は

移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

……移動平均法による原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

……定率法（ただし，2016 年４月１日以降に取得をした建物については定額法）を採用しておりま

す。 

 

なお，主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ５～15年 

車両運搬具       ２年 

工具，器具及び備品 ４～６年 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は，モービルアイ製品，その他の車載用機器，コンピュロックス製品の販売及びユーティリス事業

を主な事業としております。 

これらの製品のうち，車載用機器については，受注の内容に応じて，製品の対象車両への取付完了時点，

または，製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し，履行義務が充足されると判断し

ていることから，製品の引渡時点で収益を認識しております。 

コンピュロックス製品については，製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し，履

行義務が充足されると判断していることから，製品の引渡時点で収益を認識しております。 

ユーティリス事業については，サービスの提供完了時点において，履行義務が充足されると判断してい

ることから，サービスの提供完了時点で収益を認識しております。 

 

５．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

  



６．その他計算書類作成のための重要な事項 

繰延資産の処理方法 

社債発行費……社債の償還までの期間にわたり，定額法により償却しております。 
 

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は，期末日の直物為替相場により円貨に換算し，換算差額は損益として処理して

おります。 

 

収益認識に関する注記 

１．収益の分解 

当社は，モービルアイ製品，その他の車載用機器，コンピュロックス製品，ユーティリス事業の販売を

主な事業としております。各製品の売上高は，409,975 千円，137,786 千円，26,677 千円及び 285,012 

千円であります。 

 

２．収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

会計上の見積りに関する注記 

１．商品の評価 

(1) 当事業年度に計上した金額 

  商品                     269,785 千円 

  売上原価として計上した商品評価損の金額        - 千円 
 

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報 

商品は取得原価で評価し，貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法を

採用しております。当社では，販売実績等に基づく将来の販売予測を考慮した一定の基準により，収

益性の低下の事実を適切に反映するように評価損の金額を見積もっております。 

翌事業年度において，実際の販売状況が著しく悪化した場合は，追加の評価減が必要となる可能

性があります。 
 

２．繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度に計上した金額 

  繰延税金負債     5,068 千円 
 

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報 

一時差異等に係る税金の額は，将来の会計期間において回収または支払が見込まれない税金の額

を除き，繰延税金資産又は繰延税金負債として計上しており，繰延税金資産と繰延税金負債は，双方

を相殺して表示しております。 

なお，そのうち繰延税金資産の認識は，将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額に

よって見積っております。当該見積りは，将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり，実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合は，翌事業年度

の計算書類において，繰延税金資産又は繰延税金負債の金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

 

三 貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額  18,558 千円 

 

 



四 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

未払費用 4,644 千円 

商品評価損 7,119 千円 

一括償却資産 19 千円 

投資有価証券評価損 4,107 千円 

繰越欠損金 4,201 千円 

繰延税金資産小計 20,092 千円 

評価性引当額 △ 9,913 千円 

繰延税金資産合計 10,178 千円 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 15,247 千円 

繰延税金負債合計 15,247 千円 

繰延税金負債純額  5,068 千円 

 

五 関連当事者との取引に関する注記 

   役員及び個人主要株主等 

種類 氏名 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

主要株主(個人)

及びその近親者 
岸本 美南子 

(被所有) 

直接 

37.3 

当社代表取締役 

の配偶者 

自己株式の取得 
(注)1,2 

12,636 - - 

主要株主(個人)

及びその近親者 
加藤 麻里子 

(被所有) 

直接 

29.2 

当社代表取締役 

の親族 

自己株式の取得 
(注)1,2 

12,636 - - 

(注)1. 当社は，2023年７月６日開催の取締役会の決議に基づいて，会社法第156条～第159条の規定により

株主との合意に基づき取得する方法により，上記２名の所有株式93,600株を含む合計100,000株を１

株につき270円にて取得しております。 

(注)2. 自己株式の取得価格は，独立した第三者による株式価値算定書を勘案して決定しております。 

 

六 １株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額 460円42銭 

１株当たり当期純利益 29円14銭 

 １株当たり当期純利益の算定上の基礎は，以下のとおりであります。 

１株当たり当期純利益  

当期純利益 18,528 千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

 普通株式に係る金額 18,528 千円 

 普通株式の期中平均株式数 635,833 株 

 



七 重要な後発事象に関する注記 

当社は，2024 年６月 28 日開催の取締役会において，会社法第 165 条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第 156 条の規定に基づき，自己株式の取得に係る事項を決議し，次のとおり実行しました。 

 

（１）自己株式の取得を行う理由  

既存株主の株式売却による現金化の機会の提供 

（２）期末日後における取得の状況  

１．取得の方法 ：会社法第156条～第159条の規定により株主との合意に基づき取得する方法 

２．取得した株式の総数 ：普通株式 100,000 株 

３．取得した株式の総額 ：25,100 千円 

４．取得日 ：2024年８月28日 

 

  八 当期純利益金額 

  18,528千円 

 

以上 


